判例評釈「混合診療事件」最高裁2011年10月25日判決と最近の高度医療技術への厚生労働省の対応 by 芝田 文男
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（３） 経済財政諮問会議2004年 9月 10日議事要旨　吉川洋委員の発言（内閣府
経済財政諮問会議HPより）
（４） 出典：福原浩行「医薬品の世界初上市から各国における上市までの期間―
日本の医薬品へのアクセス改善に向けて」医薬品産業政策研究所リサーチ
ペーパーNO31（2006年）23–26頁。他の先進国については、イギリス512
日、ドイツ620日、フランス915日である。
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